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平成 30 年度 産業機械の受注見通し 
 

平成３０年２月 

一般社団法人日本産業機械工業会 

 

 平成２９年度のわが国経済は、１０～１２月期のＧＤＰ成長率が８四半期連続のプラス

成長となるなど、緩やかな回復が続いた。しかし、企業収益が改善した一方で個人消費の

伸びは力強さが見られるまでには至っていない。 

 そのような情勢の下、平成２９年度と平成３０年度の産業機械（当工業会取扱い）の受

注見通しを以下の通り策定した。 

 

（平成２９年度 ２０１７年度） 

 内需は、民需・官公需ともに回復が続いていることから、対前年度比６．８％増の 

３兆６，９３５億円と見込んだ。民需は、食品、繊維、紙・パルプ、窯業土石、鉄鋼、は

ん用・生産用、業務用機械、情報通信機械、自動車、建設、運輸・郵便が増加しているこ

とから、前年度実績を上回ると見込んだ。官公需は、化学機械、ポンプ、送風機、運搬機

械、その他機械（ごみ処理装置）の増加により、前年度実績を上回ると見込んだ。 

 外需は、アジア、アフリカ、オセアニアが増加していることから、対前年度比３．８％

増の１兆６，９８２億円と見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比５．８％増の５兆３，９１８億円と見込んだ。 

 

（平成３０年度 ２０１８年度） 

 内需は、民需の緩やかな回復が持続するとみて、対前年度比２．１％増の 

３兆７，７２９億円と見込んだ。 

 民需については、省エネ・省力化投資や、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなどの第四次産

業革命を活用するための投資が、液晶・半導体、自動車関連やそれらの関連産業の他、ネ

ット通販拡大等を背景にした流通・物流分野など、幅広い業種で継続されていくものと見

込んだ。また、低炭素社会構築に貢献する再生可能エネルギーの導入や高効率発電設備へ

の更新等も、引き続き緩やかに増加していくものと見込んだ。 

 なお、官公需については、ウェイトの大きいごみ処理装置の更新需要が高水準を維持す

るが一服感が出るとみて、前年度を若干下回るものと見込んだ。 

 外需は、対前年度比１２．４％増の１兆９，０９６億円と見込んだ。オイル＆ガス関連

の受注環境は改善しつつあり、大型プロジェクトの再開に加えて、下流部門などの中小規

模プロジェクトについても増加していくものと見込んだ。 

 また、低炭素化への潮流が強まる中、エネルギー効率向上や環境負荷低減など環境性能

に優れた日本の産業機械のニーズはさらに広がっていくものと見込んだ。 

 さらに、わが国製造業の海外工場の能力増強の他、人件費高騰等を背景にした製造現場

の自動化・効率化等に関する需要も増加していくものと見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比５．４％増の５兆６，８２５億円と見込んだ。 

本資料の対外公表（解禁）日時 

平成３０年２月２８日１４時 
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１．ボイラ・原動機 

 

2017 年度 

 

 内需は、食品、電力の増加により、対前年度比１０５．０％の１兆１，７６６億円と見

込んだ。 

 外需は、アジア、北アメリカの減少により、対前年度比７５．０％の４，５５５億円と

見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９４．５％の１兆６，３２１億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、石炭火力の計画見直し等による影響が懸念されるものの、バイオマス燃料使用

の自家発電設備の需要は高水準を維持し、また、電力各社の既存設備の高効率化等の更新

需要が続くとみて、対前年度比１０５．０％の１兆２，３５４億円と見込んだ。 

 外需は、低炭素型のエネルギーシステムの需要が高まる中、石炭から天然ガス等への燃

料転換を始めとした高効率の火力発電設備への更新需要等が増加し、対前年度比 

１１０．０％の５，０１０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．４％の１兆７，３６５億円と見込んだ。 

 

 

２．鉱山機械 

 

2017 年度 

 

 内需は、窯業土石、鉄鋼、鉱業の増加により、対前年度比１１０．０％の２１５億円と

見込んだ。 

 外需は、アジアの増加に加え、前年度に過去の受注のキャンセル等の計上があった反動

もあり、対前年度比７００．０％の４５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１２９．１％の２６１億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、オリンピック関連設備の整備やインフラ整備等に伴う需要増が続き、対前年度

比１１０．０％の２３７億円と見込んだ。 

 外需は、インフラ整備や資源開発等に伴う需要が堅調に推移していくものの、前年度に

大型設備を受注した反動により、対前年度比９０．０％の４１億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．５％の２７８億円と見込んだ。 
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３．化学機械 

（冷凍機械、環境装置のうち大気汚染防止装置と水質汚濁防止装置を含む） 

 

2017 年度 

 

 内需は、食品、はん用・生産用、電気機械、官公需の増加により、対前年度比 

１０５．０％の８，８９２億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、アフリカ、オセアニアの増加により、対前年度比１３０．０％の 

４，０６６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１１１．７％の１兆２，９５９億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、石油や化学分野の大型投資は見込みがたいものの、更新及びメンテナンス需要、

高機能品の生産ライン増強、省エネ対策等は底堅く推移し、また、バイオマス発電用の大

気汚染防止装置や官公需の水質汚濁防止装置が緩やかに増加し、対前年度比１０２．５％

の９，１１５億円と見込んだ。 

 外需は、石油精製、石油化学、化学分野の投資の緩やかな回復が続き、また、ＬＮＧ関

連の投資計画が動き始めるとみて、対前年度比１２５．０％の５，０８３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０９．６％の１兆４，１９８億円と見込んだ。 

 

 

４．タンク 

 

2017 年度 

 

 内需は、電力の減少により、対前年度比５０．０％の１６２億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの増加により、対前年度比７００．０％の１０８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比７９．４％の２７０億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、LNG タンク新設等の増加は見込みがたいものの、既存設備の改修工事等が底堅く

推移し、対前年度比１０２．５％の１６６億円と見込んだ。 

 外需は、LNG 受入基地の整備計画が動きだしていることから、対前年度比２３０．０％の

２４８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１５３．４％の４１５億円と見込んだ。 
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５．プラスチック加工機械 

 

2017 年度 

 

 内需は、自動車、その他製造業の増加により、対前年度比１２５．０％の 

１，１３３億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北アメリカの増加により、対前年度比１４５．０％の 

１，６９３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１３６．３％の２，８２７億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、自動車関連や容器類など日用品関連の需要が高水準で推移し、その他の業種か

らも更新需要が緩やかに増加していくとみて、対前年度比１０２．５％の１，１６２億円

と見込んだ。 

 外需は、自動車、スマートフォン、日用品関連の需要が増加し、対前年度比１０５．０％

の１，７７８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０４．０％の２，９４０億円と見込んだ。 

 

 

６．ポンプ 

 

2017 年度 

 

 内需は、非鉄金属、情報通信機械、建設、官公需、代理店の増加により、対前年度比 

１０５．０％の２，７９９億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの増加により、対前年度比１１０．０％の８９３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．２％の３，６９３億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、工場設備や老朽インフラの更新需要の増加の他、首都圏を中心としたオリンピ

ック関連設備の整備の活発化等により、対前年度比１０５．０％の２，９３９億円と見込

んだ。 

 外需は、オイル＆ガス関連の需要の緩やかな回復に加え、発電・化学プラントや水イン

フラ関連の需要も増加していくとみて、対前年度比１０５．０％の９３８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の３，８７８億円と見込んだ。 
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７．圧縮機 

 

2017 年度 

 

 内需は、鉄鋼、はん用・生産用、代理店の増加により、対前年度比１１０．０％の 

１，４３２億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、北アメリカ、アフリカの増加により、対前年度比１４０．０％の 

１，３４８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１２２．８％の２，７８０億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、生産性向上に向けた高効率な省エネ製品等への更新需要による増加が続き、対

前年度比１０５．０％の１，５０３億円と見込んだ。 

 外需は、オイル＆ガス関連の設備投資の緩やかな回復や、化学プラント等での更新需要

の増加により、対前年度比１１５．０％の１，５５０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０９．８％の３，０５４億円と見込んだ。 

 

 

 

８．送風機 

 

2017 年度 

 

 内需は、自動車、電力、郵便・運輸、官公需、代理店の増加により、対前年度比 

１１０．０％の２７５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの減少により、対前年度比８５．０％の１７億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０８．１％の２９２億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、鉄鋼を始めとする更新需要が引き続き増加し、対前年度比１０５．０％の 

２６８億円と見込んだ。 

 外需は、発電プラントや製鉄非鉄プラント等での需要増により、対前年度比１０５．０％

の１８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の３０７億円と見込んだ。 
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９．運搬機械 

 

2017 年度 

 

 内需は、繊維、はん用・生産用、情報通信機械、自動車、建設、運輸・郵便、卸売・小

売、官公需の増加により、対前年度比１０５．０％の２，６２６億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、アフリカの増加により、対前年度比１５０．０％の１，９７０億円と

見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１２０．５％の４，５９６億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、工場や物流センターの省力化・自動化システム等の需要の他、港湾・高炉・バ

イオマス発電のクレーン需要、都市開発等での機械式駐車場の需要増により、対前年度比

１１０．０％の２，８８８億円と見込んだ。 

 外需は、半導体や自動車関連、流通業界向けの物流関連機器、港湾設備、発電プラント

等での産業用クレーン等の需要が引き続き増加し、対前年度比１０５．０％の 

２，０６８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０７．９％の４，９５７億円と見込んだ。 

 

 

10．変速機 

 

2017 年度 

 

 内需は、電力が減少しているものの、情報通信機械が増加していることから、受注金額

としては前年度並みの対前年度比１００．０％の４５３億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北アメリカの増加により、対前年度比１０５．０％の 

８６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１００．８％の５４０億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、液晶・半導体製造設備や物流設備での需要増が続き、対前年度比１０２．５％

の４６４億円と見込んだ。 

 外需は、物流関連やＦＡ関連等での需要増により、対前年度比１０５．０％の９１億円

と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０２．９％の５５６億円と見込んだ。 
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11．金属加工機械（製鉄機械） 

 

2017 年度 

 

 内需は、鉄鋼、非鉄金属、金属製品、自動車の増加により、対前年度比１４５．０％の

９８０億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北アメリカの増加により、対前年度比１２０．０％の 

６１２億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１３４．２％の１，５９３億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、先端素材の生産能力の増強や老朽設備の更新需要が増加するとみて、対前年度

比１０５．０％の１，０２９億円と見込んだ。 

 外需は、高級鋼板の生産拠点の整備等に伴う需要が増加していくとみて、対前年度比 

１０５．０％の６４３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の１，６７２億円と見込んだ。 

 

 

12．その他産業機械 

（業務用洗濯機、メカニカルシール等を含むが、中核をなすのは官公需向けごみ処理装

置である。） 

 

2017 年度 

 

 内需は、官公需向け都市ごみ処理装置、災害廃棄物の処理装置の増加により、対前年度

比１１０．０％の６，１９６億円と見込んだ。 

 外需は、前年度に都市ごみ処理装置や事業系廃棄物処理装置を複数受注した反動もあっ

て、アジアが減少しており、対前年度比７０．０％の１，５８４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９８．５％の７，７８０億円と見込んだ。 

 

 

2018 年度 

 

 内需は、官公需向け都市ごみ処理装置の更新需要が続くものの、前年度に比べると発注

量としては下回るとみて、対前年度比９０．０％の５，５７７億円と見込んだ。 

 外需は、新興国での廃棄物の埋立処理場の逼迫や、廃棄物発電の事業化に関するニーズ

の高まりなどから、都市ごみ処理装置の需要は緩やかに増加するとみて、対前年度比 

１０２．５％の１，６２３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９２．５％の７，２００億円と見込んだ。 
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.0
%

79
.4

%
16

,6
89

24
,8

75
41

,5
64

10
2.

5
%

23
0
.0

%
1
53

.4
%

⑤
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加
工
機
械

90
,7

04
11

6
,8

00
20

7,
50

4
11

3,
38

0
16

9,
36

0
28

2,
74

0
12

5
.0

%
1
45

.0
%

13
6
.3

%
11

6,
2
15

17
7,

82
8

29
4
,0

43
10

2.
5
%

10
5
.0

%
1
04

.0
%

⑥
ポ
ン
プ

26
6
,6

61
8
1,

23
6

34
7,

89
7

27
9,

99
5

8
9,

36
0

36
9,

35
5

10
5
.0

%
1
10

.0
%

10
6
.2

%
29

3,
9
95

93
,8

28
38

7
,8

23
10

5.
0
%

10
5
.0

%
1
05

.0
%

⑦
圧
縮
機

13
0
,1

85
9
6,

30
8

22
6,

49
3

14
3,

20
4

13
4,

83
2

27
8,

03
6

11
0
.0

%
1
40

.0
%

12
2
.8

%
15

0,
3
65

15
5,

05
7

30
5
,4

22
10

5.
0
%

11
5
.0

%
1
09

.8
%

⑧
送
風
機

25
,0

44
2
,0

17
2
7,

06
1

2
7,

54
9

1,
71

5
2
9,

26
4

11
0
.0

%
85

.0
%

10
8
.1

%
28

,9
27

1,
80

1
30

,7
28

10
5.

0
%

10
5
.0

%
1
05

.0
%

⑨
運
搬
機
械

25
0
,0

96
13

1
,3

63
38

1,
45

9
26

2,
60

1
19

7,
04

5
45

9,
64

6
10

5
.0

%
1
50

.0
%

12
0
.5

%
28

8,
8
62

20
6,

89
8

49
5
,7

60
11

0.
0
%

10
5
.0

%
1
07

.9
%

⑩
変
速
機

45
,3

56
8
,2

80
5
3,

63
6

4
5,

35
6

8,
69

4
5
4,

05
0

10
0
.0

%
1
05

.0
%

10
0
.8

%
46

,4
90

9,
12

9
55

,6
19

10
2.

5
%

10
5
.0

%
1
02

.9
%

⑪
金
属
加
工
機
械

67
,6

16
5
1,

06
4

11
8,

68
0

9
8,

04
4

6
1,

27
7

15
9,

32
1

14
5
.0

%
1
20

.0
%

13
4
.2

%
10

2,
9
47

64
,3

41
16

7
,2

88
10

5.
0
%

10
5
.0

%
1
05

.0
%

⑫
そ
の
他

56
3
,3

42
22

6
,3

17
78

9,
65

9
61

9,
67

7
15

8,
42

2
77

8,
09

9
11

0
.0

%
70

.0
%

98
.5

%
55

7,
7
10

16
2,

38
3

72
0
,0

93
90

.0
%

10
2
.5

%
92

.5
%

⑬
合
計

3,
45

8
,7

25
1,

63
5
,7

41
5,

09
4,

46
6

3,
69

3,
58

8
1,

69
8,

27
0

5,
39

1,
85

8
10

6
.8

%
1
03

.8
%

10
5
.8

%
3
,7

72
,9

25
1
,9

09
,6

44
5,

68
2
,5

69
10

2.
1
%

11
2
.4

%
1
05

.4
%

※
網
掛
け
は
前
年
度
比
1
0
0
％
以
上

 
※
各
機
種
の
見
通
し
は
単
位
未
満
四
捨
五
入
し
て
お
り
、
そ
の
値
の
合
計
値
は
一
致
し
な
い
こ
と
が
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
年
度

　
機
種

日
本
産

業
機
械

工
業

会
自

主
統
計

ベ
ー

ス

注
１

）
化
学

機
械

の
中
に

パ
ル

プ
・
製

紙
機
械

、
冷

凍
機
械

、
大

気
汚
染

防
止
装

置
、

水
質
汚

濁
防

止
装
置

を
含

む
。

２
）
金
属

加
工

機
械
：

製
鉄

機
械
及

び
プ
レ

ス
３

）
そ
の

他
：

ご
み
処

理
装

置
、
業

務
用
洗

濯
機

、
メ
カ

ニ
カ

ル
シ
ー

ル
等


